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○平成24年3月31日までに、療養病床を再編成し、医療の必要度に応じた機能分担を推進
することにより、利用者の実態に即したサービスの提供を図る。
⇒主に医療が必要な方には医療サービス、主に介護が必要な方には介護サービスを

○現在の療養病床（医療療養病床、介護療養病床）に入院している患者を退院させず（ベッド
数を削減せず）、老人保健施設や特別養護老人ホームなどの介護施設等に転換するもの。
⇒医療・介護トータルの受け皿数は確保

○なお、介護施設等への転換は、医療機関の経営判断による。

療養病床再編成のこれまでの考え方

(注1)病床数は平成18年10月現在の数値。
(注2)医療療養病床からは回復期リハ病床（約2万床）を除く。
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（参考）介護療養型医療施設について

介護療養型医療施設とは、療養病床等を有する病院又は診療
所であって、当該療養病床等に入院する要介護者に対し、施設
サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の
下における介護その他の世話及び機能訓練その他必要な医療を
行うことを目的とする施設。（介護保険法第8条第26項）

平成23年度中に介護療養型医療施設を介護老人保健施設、

その他の介護保険施設等に転換（施設類型の変更）することとし
ている。（平成18年健康保険法等の一部を改正する法律により
介護保険法の規定を削除）

2



医療療養病床・介護保険施設について

（参考）

一般病床

医療療養

病床

介護療養

病床

介護療養型

老人保健

施設

（従来型の）

老人保健

施設

ベッド数 約103万床 約26万床 約9万床
約3,770床※4

（H20.5創設）
約32万床

１人当たり

床面積
６．４㎡以上 ６．４㎡以上 ６．４㎡以上

８．０㎡以上

（大規模改修までは

６．４㎡以上）

８．０㎡以上

平均的な１人当
たり費用額※１

（H21改定後）

（※2） 約49万円 約41.6万円 約37.2万円※3 約31.9万円

人員配置

（100床当たり）

医師 6.25人

看護職員 34人

医師 3人

看護職員 20人

介護職員 20人

医師 3人

看護職員 18人

介護職員 18人

医師 1人

看護職員18人

介護職員18人

医師 1人

看護職員 10人

介護職員 24人

病 院 施 設

医療保険 介護保険

施設の種類

財 源
※１ 多床室 甲地 の基本施設サービス費について、1月を30.4日と仮定し１月当たりの報酬額を算出。

※２ 算定する入院料により異なる。

※３ 介護職員を４：１で配置したときの加算を含む。

※４ 平成２２年８月現在 各都道府県より厚生労働省老人保健課へ報告された病床数に基づく。
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主として介護が必要な方は介護老人保健施設等で受け止めることとし、療養病床から転換した老
人保健施設については、入所者の医療ニーズへの対応を介護報酬上特別に評価した「介護療養型
老人保健施設」を創設。

療養病床の転換支援策について

○ 介護療養型老人保健施設の創設

○ 療養病床が老人保健施設に転換する場合の床面積等の施設基準の緩和

○ 療養病床から老人保健施設等への転換に伴う費用負担軽減のための措置

療養病床から転換した老人保健施設について、次の新築等を行うまでの間、１床あたり６．４㎡の
経過措置を認める。

（参考）老人保健施設の床面積の基準：１床当たり８㎡

ア 老人保健施設等に転換する療養病床に交付金を交付
（例）既存施設を取り壊さずに新たに施設を整備した場合

・介護療養病床からの転換については、転換床数１床あたり１３０万円を交付

イ 療養病床の整備時の債務の円滑な償還のため、独立行政法人福祉医療機構の融資制度とし
て「療養病床転換支援資金」を創設

・貸付限度額 ： 最大７．２億円以内
・償還期間 ： 最大20年以内
・貸付利率 ： 財政投融資資金借入利率と同率（年間1.70％） 4



療養病床数の推移

厚生労働省大臣官房統計情報部「病院報告」より

医療療養病床数 介護療養病床数 療養病床数 計

平成18年4月※１ 263,742 120,700 384,442 

※１ 確定数

※２ 概数

平成22年４月※２ 262,665 87,142 349,807
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療養病床からの転換状況

注） 各都道府県より厚生労働省老健局老人保健課に報告されている施設数・病床数に基づく。

介護療養型老人保健施設（平成２０年５月～）に転換した施設： ８２施設（３，７７０床）

従来型老人保健施設に転換した施設： ６２施設（２，０３１床）

特別養護老人ホームに転換した施設： ９施設（３１８床）

有料老人ホームに転換した施設： ５施設（１９８床）

認知症高齢者グループホームに転換した施設： １５施設（２１０床）

高齢者専用賃貸住宅に転換した施設： ３施設（４５床）

合計 １７６施設（６，５７２床）

○ 平成18年7月～平成22年8月までに報告のあった医療療養病床または介護
療養病床から転換した状況



○ 介護療養病床の転換については、

・転換後の患者の望ましい居場所が確保できるのかということ
について懸念する声がある。

・一方、仮に転換を凍結した場合、本来介護保険施設において処遇されるべき
患者が療養病床で処遇される、いわゆる「社会的入院」につながるおそれが
ある。

（参考）長妻厚生労働大臣国会答弁（抜粋）
夏頃までに調査結果をとりまとめて、その結果を踏まえて議論をして、猶予

ということも含めて今後の方針を決定していく。
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【療養病床の転換意向等調査】 平成22年2月及び4月※１

→療養病床を有する医療機関の転換意向を把握。

○調査対象：調査時点で療養病床を有する医療機関※２

○ 内 容 ：これまでの転換状況・転換理由、今後の転換意向、転換意向理由等

【医療施設・介護施設の利用者に関する横断調査】 平成22年6月
→ 療養病床等の入院患者と施設入所者の状態像を、共通尺度を用いて横断的に把握。

○調査対象：医療保険施設※３･･･ 一般病棟：13対1・15対1（約2,000施設）
医療療養病棟（約4,000施設）
障害者施設・特殊疾患病棟（約1,000施設）
在宅療養支援病院・診療所（約3,000施設）

介護保険施設※４･･･介護療養型医療施設（約2,000施設）
介護老人保健施設（約2,000施設）
介護老人福祉施設（約2,000施設）

○ 内 容 ：患者・入所者の入院/入所の理由、入院/入所前の状況、現在の状態、今後の見通し、今後の
希望、医療の提供状況等

○ 療養病床の再編成の今後の方針を検討するため、平成21年度から平成22
年度にかけて以下の調査を実施。

療養病床再編成に係る調査の概要

※１：診療報酬改定の影響を把握するため、改定前後（平成22年2月、4月）で2回実施
※２：2月は東京都を除く46道府県（約5,000施設）、4月は47都道府県（約5,600施設）（厚生労働省 医療施設動態調査）
※３：平成22年度社会保険基礎調査委託事業
※４：平成22年度老人保健健康増進等事業
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【療養病床の転換意向等調査】 （別添１）
①これまでの転換状況
・平成18年4月時点で、介護療養病床は約12万床であったが、平成22年4月時点で約87,000床※1となった。なお、
今回の調査では、約85,000床から回答を得た（回答率は約90％）。
（注）平成22年2月時点で療養病床を有する医療機関に対し調査を行っているため、それまでに全病床を介護施設や一般病床に転換した医療

機関又は廃止した医療機関は把握していない。

・今回の調査で把握できた、介護療養病床から転換等が行われた約21,000床の内訳は、医療療養病床への転換
が約18,000床、介護老人保健施設等の介護施設への転換が約1,000床（注）、廃止が約500床であることがわかっ
た。
（注）平成18年7月から平成22年8月までに厚生労働省に報告のあった、医療療養病床及び介護療養病床から介護老人保健施設等の介護施

設への転換実績は約7,000床。

②今後の転換意向
・現存する介護療養病床の今後の転換意向を調査したところ、介護療養病床からの転換意向は、「未定」が約60％、
「医療療養病床に転換」が約20％、「介護老人保健施設へ転換」が約10％であった。

【医療施設・介護施設の利用者に関する横断調査】（別添２）

・介護療養病床の患者は、医療療養病床の患者よりも「医療区分１」の占める割合が高く、「医療区分２」及び「医療
区分３」の割合が低い。
（注）平成17年度の調査※２では、介護療養病床と医療療養病床の患者の医療区分には大きな差がなかった。

・介護療養病床で提供されている処置については、医療療養病床と比較して「人工呼吸器」、「中心静脈栄養」など
の高度な医療処置の割合が低く、明らかな差が見られた。なお、「喀痰吸引」及び「経管栄養」については、一定の
割合で実施されている。
（注）喀痰吸引、経管栄養については、介護職員でも実施可能となるよう検討中。

療養病床再編成に係る調査の結果について

※１： 厚生労働省大臣官房統計情報部「病院報告」
※２：中医協「平成１７年度慢性期入院医療実態調査」

○ 介護療養病床の今後の転換意向は、「未定」の施設が多い。
○ 介護療養病床と医療療養病床の機能分担が進んでいる。
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